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◆改善事例 フィットネス・ジムに対する申入れ       
事業者名：株式会社ＦＩＴ ＰＬＡＣＥ 
事業内容：フィットネス・ジム 
申入対象：利用規約及びホームページ表示の是正 
申入開始日：２０２４（令和６）年３月１９日 
申入終了日：２０２５（令和７）年１２月１６日 
対象条項と申入れ根拠条文（消費者契約法につき「法」という。）： 
１ 利用規約６条３項、７条３項 ← 法９条１項１号、法１０条 
２ 利用規約６条４項及び２１条 ← 民法５４８条の４ 
３ 利用規約１１条９項 ← 法９条１項１号 
４ 利用規約１６条１項及び１７条 ← 法１０条 
５ 利用規約１８条１項、１９条３項 ← 法８条１項１号及び３号 
６ ホームページ上の表示画面①、画面② ← 法３条１項１号、景表法第５条第２号 
（画面①） 

 

（画面②）  
 
 
 
 
 
 
 



2 
 

 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆ 従前の条項 
第６条【利用料】 
 ３．支払処理が完了した利用料は、理由の如何

を問わず返還しない。 
 
 
 
第７条【会員以外のクラブの利用】 
 ３．支払処理が完了した利用料は、理由の如何

を問わず返還しない。 
 
 
 
◆申入れ内容 

消費者契約法９条１項１号、同法１０条に適合す

るよう改訂して下さい。 
 

◆申入れ理由 

 貴社の利用規約６条３項、７条３項、及び、１

４条３項は、既払の利用料を、一切返金しないと

するもので、法定の無効、取消し（錯誤、消費者

契約法４条等）、解除（債務不履行解除等）の事由

があっても返金しないのであれば、消費者契約法

９条１項１号、同法１０条に該当し、無効です。 

 

◆ 従前の条項 

第６条【利用料】 

 ４．当社は、事前に専用 WEB サイトに掲載する

ことにより、利用料を改定することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 以下に変更された。 
第６条【利用料】 
 ３．支払処理が完了した利用料は、当社

または運営会社の責めに帰すべき事由に

よりサービスを提供できなくなった場合

を除き、理由の如何を問わず返還しない。 
 
第７条【会員以外のクラブの利用】 
 ３．支払処理が完了した利用料は、当社

または運営会社の責めに帰すべき事由に

よりサービスを提供できなくなった場合

を除き、理由の如何を問わず返還しない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 以下に変更された。 
第６条【利用料】 
 ４．当社は、事前に専用 WEB サイトに

掲載することにより、利用料を改定するこ

とができる。ただし、会員の個別の同意を

得ることなく、利用料を改定することがで

きるのは、以下の各号に定める場合とし、

当該各号のいずれかに該当する場合には、

利用料を改定する旨および変更後の利用

料の内容とその効力発生日を会員に通知

または公表する方法により周知し、当該効

力発生日をもって効力を生じるものとす

る。以下の各号に該当しない場合には、個

別の会員との同意により利用料の変更を

行うものとし、同意により効力発生日を定

める。 
①利用料の変更が、会員一般の利益に適合
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

第２１条【本規約の改定】 

 当社は、本規約、細則、利用規定、その他クラ

ブの運営、管理に関する事項を改定することがで

きる。運営会社は、運営会社が運営するクラブの

運営、管理に関する事項を改定することができる。

また、その効力は最新の改訂日をもって全ての会

員に適用される。 

 

◆ 申入れ内容 

削除するか、民法５４８条の４に適合するよう

改訂して下さい。 

 

◆ 申入れ理由 

貴社において利用規約を自由に変更できるとす

るもので、変更内容についても定めがなく、効力

発生時期についても、適切な方法による周知手続

もなく、即時とされています。民法５４８条の４

は、強行法規であり、仮に当事者間の合意があっ

たとしても、貴社の利用規約２１条は、強行法規

違反として無効です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 従前の条項 
第１１条【退会】 
９．継続期間条件のある会員が満了前に中途解約

をする場合には違約金を支払わなければならな

い。 
① プレミアム会員は入会月から１２か月以内に

退会される場合、違約金として 13,200 円（税込）

するとき 
②利用料の変更が、契約をした目的に反せ

ず、かつ、変更の必要性、変更後の内容の

相当性、変更の内容その他の変更に係る事

情に照らして合理的なものであるとき 
 
第２１条【本規約の改定】 
当社は、本規約、細則、利用規定、その

他クラブの運営、管理に関する事項（以下

「規約等」という。）を改定することがで

きる。運営会社は、運営会社が運営するク

ラブの規約等を改定することができる。た

だし、会員の個別の同意を得ることなく、

規約等を改定することができるのは、以下

の各号に定める場合とし、当該各号のいず

れかに該当する場合には、規約等を改定す

る旨および変更後の規約等の内容とその

効力発生日を会員に通知または公表する

方法により周知し、当該効力発生日をもっ

て、すべての会員に対して効力を生じるも

のとする。以下の各号に該当しない場合に

は、個別の会員との同意により規約等の変

更を行うものとし、同意により効力発生日

を定める。 
①規約等の変更が、会員一般の利益に適合

するとき 
②規約等の変更が、契約をした目的に反せ

ず、かつ、変更の必要性、変更後の内容の

相当性、変更の内容その他の変更に係る事

情に照らして合理的なものであるとき 
 
 
 
 
 
・以下に変更された 
第１１条【退会】 
９．継続期間条件のある会員が満了前に中

途解約をする場合には違約金を支払わな

ければならない。 
①プレミアム会員は継続期間条件として、

入会月（入会日の属する月）から１２か月
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 
 

を徴収するものとする。 
② スタンダード会員は入会月から６か月以内に

退会される場合、違約金として 6,600 円（税込）

を徴収するものとする。 
 
◆ 申入れ内容 
法９条１項１号に適合するよう改訂して下さ

い。 
 
◆ 申入れ理由 
 貴社のホームページに掲載された「Ｐｒｉｃｅ」

には、①ライト会員は「月４９８０円（税込５４

７８円）とされ、②半年契約であるスタンダード

会員は「月３９８０円（税込４３７８円）」、「※６

ヶ月の継続条件有り」とされ、③１年契約である

プレミアム会員は「月２９８０円（３２７８円）」、

「※１２ヶ月の継続条件有り」、「１番お得！」と

謳われていますが、違約金の具体的額は、表示さ

れていません。 
 利用規約１１条９項には、②スタンダード会員

が入会月から６か月以内に退会する場合の違約金

を６６００円（税込）と定め、③プレミアム会員

が入会月から１２か月以内に退会する場合の違約

金を１万３２００円（税込）と定めています。 
 そうすると、６か月又は１年の契約期間がある

とはいえ、②スタンダード会員が５か月以内に退

会した場合、及び、③プレミアム会員が７か月以

内に退会した場合には、同時期までのライト会員

の支払会費累計額と比し、常にスタンダード会

員・プレミアム会員が支払うこととされる支払会

費累計額の方が高額になる計算です。 
 スタンダード会員及びプレミアム会員が契約期

間前に退会することによって貴社に発生する損害

は、退会月までの割引金額相当額と思料されます

から、貴社の利用規約１１条９項は、「解除の事由、

時期等の区分に応じ、当該消費者契約と同種の消

費者契約の解除に伴い当該事業者に生ずべき平均

的な損害の額を超える」ものに該当し、消費者契

約法９条１項１号に違反しています。 
 
 
◆ 従前の条項 

目末日（入会月を１か月目として計算す

る）まで在籍する必要がある。上記継続期

間条件を満たさずに退会される場合にお

いて、 
（i）入会から５か月目の末日までに退会

したときは、違約金として 6,600 円（税

込）を、 
（ii）入会から５か月目の末日を過ぎ、１

１か月目の末日までに退会したときは、違

約金として 3.300 円（税込）を、徴収する

ものとする。 
②スタンダード会員は継続期間条件とし

て、入会月（入会日の属する月）から６か

月目末日（入会月を１か月目として計算す

る）まで在籍する必要がある。上記継続期

間条件を満たさずに退会される場合、違約

金として 4,400 円（税込）を徴収するも

のとする。 
③継続期間中に休会期間があった場合は、

休会月は継続期間には含まないものとす

る。 
④違約金は、退会月の翌月１日にクレジッ

トカードでの支払いを行うものとする。 
⑤クレジットカードによる支払処理が行

われなかった場合、当社は、会員に対し、

年 14.6%の遅延損害金を請求できるもの

とする。 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１６条【サービスの制限】 
１．当社は、次の理由により本サービスの全部ま

たは一部を制限することができ、これに対して会

員は利用料の減額または返金を求めることはでき

ない。 
①気象・災害等により当社または運営会社が営業

困難と判断したとき。 
②施設の点検、補修または改修をするとき。 
③法令の制定、改廃、行政指導、社会経済情勢の

著しい変化、その他やむを得ない事由が発生した

とき。 
④その他本サービスの停止が必要と当社または運

営会社が判断したとき。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第１７条【サービスの変更】 
 当社または運営会社は、次の理由により本サー

ビスの全部または一部を変更（店舗の閉鎖を含む）

することができ、これに対して会員は利用料の減

額または返金を求めることはできない。 
①気象・災害等により当社または運営会社が営業

を不可能と判断したとき。 
②法令の制定、改廃、行政指導、社会経済情勢の

著しい変化、その他やむを得ない事由が発生した

とき。 
 
 
 
 
 
 
 

・以下に変更された。 
第１６条【サービスの制限】 
１．当社は、次の事由に該当する店舗につ

いて、当該店舗における本サービスの全部

または一部を制限することができ、これに

対して会員は、当該店舗が通常利用する店

舗であることのみを理由として、利用料の

減額または返金を求めることができない。

但し、当該会員の責めに帰すべき事由によ

ることなく、当該通常利用する店舗及びこ

れに代わる近隣店舗を利用できないこと

により、これらの店舗の利用可能日数の合

計が当該月中１５日を下回ったときは、当

社は、直近１回分のクレジットカード決済

にかかる利用料の引き落としを停止また

は返金する方法により、利用料を精算す

る。 
①気象・災害等により当社または運営会社

が営業困難と判断したとき。 
②法令の制定、改廃、行政指導、社会経済

情勢の著しい変化、その他やむを得ない事

由が発生したとき。 
③当社または運営会社の判断によりサー

ビスを一部停止したとき。 
④その他本サービスの停止が必要と当社

または運営会社が判断したとき。 
 
第１７条【サービスの変更】 
当社は、次の事由に該当する店舗につい

て、当該店舗における本サービスの全部ま

たは一部を変更（店舗の閉鎖を含む）する

ことができ、これに対して会員は、当該店

舗が通常利用する店舗であることのみを

理由として、利用料の減額または返金を求

めることができない。但し、当該会員の責

めに帰すべき事由によることなく、当該通

常利用する店舗及びこれに代わる近隣店

舗を利用できないことにより、これらの店

舗の利用可能日数の合計が当該月中１５

日を下回ったときは、当社は、直近１回分

のクレジットカード決済にかかる利用料

の引き落としを停止しまたは返金する方
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
◆ 申入れ内容 
法１０条に適合するよう改訂して下さい。 

 
◆ 申入れ理由  
 利用規約１６条１項は、「②施設の点検、補修ま

たは改修」、「④その他本サービスの停止が必要と

当社または運営会社が判断したとき」にも、「会員

は利用料の減額または返金を求めることはできな

い。」とされており、貴社の判断如何により、会員

はサービスの提供を受けられないにもかかわら

ず、サービス提供の対価である会費の支払義務を

課すもので、双務契約の対価関係を失わせるもの

で、法令中の公の秩序に関しない規定の適用によ

る場合に比して消費者の義務を加重する条項に該

当し、かつ、民法１条２項に規定する基本原則に

反して消費者の利益を一方的に害するものとい

え、消費者契約法１０条に該当し、無効です。 
利用規約１７条は、「②…行政指導…その他やむ

を得ない事由が発生したとき。」に、貴社は、「本

サービスの全部または一部を変更（店舗の閉鎖を

含む）すること」が出来る一方で、「会員は利用料

の減額または返金を求めることはできない。」とさ

れています。例えば、貴社の安全配慮義務違反等

の債務不履行によって行政指導を受け、店舗の一

時閉鎖を余儀なくされた場合、貴社に原因がある

からであって、会員がその利用料の全額負担とい

う形で不利益を強いられる筋合いのものではあり

ません。会員がサービスの提供を受けられないに

もかかわらず、サービス提供の対価である会費の

支払義務を課すことは、双務契約の対価関係を失

わせるもので、法令中の公の秩序に関しない規定

の適用による場合に比して消費者の義務を加重す

る条項に該当し、かつ、民法１条２項に規定する

基本原則に反して消費者の利益を一方的に害する

ものといえ、消費者契約法１０条に該当し、無効

です。 
 

法により、利用料を精算する。 
①気象・災害等により当社または運営会社

が営業を不可能と判断したとき。 
②法令の制定、改廃、行政指導、社会経済

情勢の著しい変化、その他やむを得ない事

由が発生したとき。 
③当社または運営会社の判断によりサー

ビスを一部縮小したとき。 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

５ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ 
 
 
 
 
 
 

◆ 従前の条項 
第１８条【賠償責任】 
１．本サービスの利用にあたって発生した紛失、

盗難、傷害その他の事故については、運営会社は、

その故意または重過失による場合を除き、一切の

責任を負わない。 
 
第１９条【サービスの終了】 
３．サービスの終了につき、当社は会員に対し、

何ら責任を負わない。 
 
◆ 申入れ内容 
法８条１項１号及び３号に適合するよう改訂し

て下さい。 
 
◆ 申入れ理由 
事業者の債務不履行又は不法行為に基づく損害

賠償責任について、消費者契約法では、軽過失の

場合の一部免除条項が許容されているだけであ

り、軽過失の場合の全部免除条項は同法８条１項

１号又は３号により無効となります。なお、この

理は、軽過失全部免責の場面が限定される場合や

損害額が少額にとどまる場合であっても異なりま

せん。 
貴社の利用規約１８条１項は、貴社に「過失又

は信義則上これと同視しうべき事由」といった帰

責事由がある場合にも、債務不履行責任及び不法

行為責任を「一切の責任を負いません。」と全て免

責させるもので、消費者契約法８条１項１号・３

号に違反しています。 
 貴社の利用規約１９条３項は、貴社が債務不履

行によりサービスを終了させた場合でも、「当社は

会員に対し、何ら責任を負わない。」とするもので、

消費者契約法８条１項１号・３号に違反していま

す。 
 
◆ 申入れ内容 
消費者のプラン選択にとって重要な要素となる

違約金の定めの有無及び額について、表示して下

さい。 
 
◆ 申入れ理由 

 
 
 
・以下に変更された。 
第１８条【賠償責任】 
１．本サービスの利用にあたって発生した

紛失、盗難、傷害その他の事故については、

運営会社は、その故意または過失による場

合を除き、一切の責任を負わない。 
 
第１９条【サービスの終了】 
３．サービスの終了につき、当社は、当社

の責めに帰すべき事由による場合を除き、

会員に対し、何ら責任を負わない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
トップページの表示に違約金の記載がさ

れるようになった 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｑ＆Ａの「会員種別を教えてください。」及び「退

会したい場合はどうしたらいいですか？」には違

約金がかかることの記載はありますが、貴社のホ

ームページの画面①においては、「継続期間でご自

身にあったプランをご選択ください。」と、期間に

応じて選択をするよう誘導する一方で、利用料月

額は期間が長い程安く設定されている一方で、消

費者のプラン選択にとって重要な要素となる違約

金の定めの有無及び額については表示されていま

せん。 
 
 
◆ 従前の画面② 

 
 
◆ 申入れ内容 
 画面②を、不当景品類及び不当表示防止法第５

条第２号に適合するように、改訂して下さい。 
 
◆ 申入れ理由 
画面②左においては、「全国のフィットネスジム

使用料／月平均」として、「年々上昇」と、利用料

金が上昇していることが折れ線グラフで記載され

ています。 
  画面②右においては、比較対象として、左側に

「一般的な会員制フィットネスジム」が表記され、

右側には、「一般的な会員制フィットネスジム」の

棒グラフの３分の１程の棒グラフの中に、「月会費 

約１／３」「２，９８０円／月（税込み３，２７８

円）※プレミアム会員の場合」と記載されていま

す。 
 「小売物価統計調査による価格推移|日本の物

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・削除された。 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

価」において、「フィットネスクラブ使用料：プー

ル・トレーニングジム・フィットネススタジオを

有するフィットネスクラブ 個人会員の会費(利
用日時の制限なし)」について、「2023 年 4 月 / 全
国平均 10,307 円」とされていました。 
 画面②左のグラフは、上記「小売物価統計調査

による価格推移|日本の物価」を出典とするものと

考えられますが、統計条件は「プール・トレーニ

ングジム・フィットネススタジオを有するフィッ

トネスクラブ 個人会員の会費(利用日時の制限

なし)」であり、プール設備等を有しない貴社の会

費と比較することは、そもそも比較対象として不

適切です。 
 画面②右は、あたかも貴社の月会費が著しく低

額であるかのような表記となっており、同業他社

よりも著しく有利であると一般消費者の誤認を招

く表示といえます。貴社の画面②は、「不当に顧客

を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な

選択を阻害するおそれがあると認められ」、景表法

第５条第２号の禁止に違反していると言わざるを

得ません。 
 


